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電気工事業の業務の適性化に関する法律
（危険等防止命令）
第２７条　経済産業大臣又は都道府県知事は、その登録を受けた登録電気工事業者又は
これらに第１７条の２第１項の規定による通知をした通知電気工事業者が次の各号の一に
該当するときは、当該登録電気工事業者又は通知電気工事業者に対し、電気工事による
危険及び障害の発生の防止のための必要な措置をとるべきことを命ずることができる。
一　登録電気工事業者又はこれらに第１７条の２第１項の規定による通知をした通知電気
工事業者が故意又は過失により電気工事を粗雑にしたために危険及び障害が発生したと
き、又は発生するおそれが大であるとき。
二　第２３条又は第２４条の規定に違反して電気工事業を営んでいるとき。
２　都道府県知事は、他の都道府県知事の登録を受けた登録電気工事業者又は他の都
道府県知事に第１７条の２第１項の規定による通知をした通知電気工事業者であつて当
該都道府県の区域内において業務を行うものが前項各号の一に該当する場合において
は、当該登録電気工事業者又は通知電気工事業者に対し、当該都道府県の区域内にお
ける業務に関し、電気工事による危険及び障害の発生の防止のための必要な措置をとる
べきことを命ずることができる。
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危険防止の命令

電気工事業の業務の適正化に関する法律第２７条第１項及び第２項

電気工事業者が法第２７条第１項の各号及び第２項に該当するときは、電気工事による危
険及び障害の発生の防止のための必要な措置をとるべきことを命ずることができる。


